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石塚英蔵の台湾経験―台湾総督府参事官長から台湾
総督へ
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かに統治政策の内容に影響 したかを考察 している。まず、文官総督時期の台湾総督 と総務
長官(民 政長官 ・民政局長を含む、以下同)と い う高級官僚の経歴を、武官総督時;期のそ
れ らと比較 し、さらに台湾の植民地官僚の特徴を明らかにす るために、内務省次官と朝鮮
総督府総務長官の経歴 とも比較 している。以上の経歴比較を通 して、台湾の文官総督時期

























日本の植民地支配は植民地専門家を重視 しなかった という見解がある。とくに英国 と比
較した場合に、専門の植民地官僚育成制度において大きな違いがあったことはこれまでに








になるとは必ず しも言えないとい うことである。英国の場合でも、なるべ く長期に亘 って
現地での経験を積むことが求められてお り、その見返 りとして高い給与 と長期の休暇制度
が用意されていた3。つまり、ICSの 例は、事前の植民地教育だけでは植民地官僚になるの
に十分ではないことを示 している。
また、専門性以前に素養 とい う問題 もある。 自身が英国の植民地官僚でもあったヘスケ
ス ・ベル4は、 フランスよりも英国の植民地官僚が優れている理由として、ジェントルマ
ン・シップを挙げているが、実際に英国のICSで は、試験の成績や研修制度よりも、統治









1加 藤 聖 文 「植 民地 統治 に お け る官 僚 人 事 一 伊 澤 多 喜 男 と植 民 地 一 」、大 西 比 呂志r伊 沢 多 喜 男 と近
代 日本 』(芙 蓉書 房 、2003)p.133。
2浜 渦哲 雄 『英 国 紳 士 の植 民 地 統 治』(中 央 公 論 、1991)以 下 、 英 国 植 民 地 官 僚 につ い て は、 主 と
し て浜 渦 著 を参 照 。
3本 田毅 彦 『イ ン ド植 民 地 官 僚 一 大 英 帝 国 の 超 エ リー トた ち』(講 談 社 、2001)勤 続 奨 励 につ い て
は第 一 章 第 二 節 、 高 給 につ い て は 序 章 、 休 暇 につ い て は 第 三 章 第 三節 参 照 。
4『ForeignColonialAdministrationintheFarEast』(1928)邦 訳 は 『蘭 ・仏 印植 民 司政 』(伊 藤 書 店 、
1942)a
5前 掲 本 田著P,25。
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石塚英蔵の台湾経験
1.総 督 府高 官 の植民 地統 治経験
1-1.台 湾総督府高官と植民地統治経験
以下の5つ の表は、台湾総督、総務長官(民 政局長 ・民政長官)が 、植民地統治機関に
所属した経歴を調べたものである。対象となる総督 ・総務長官は、台湾統治全期のあいだ
に就任 した計19名 の総督、計17名 の総務長官である。ここで植民地経験を有するとい う
際には、総督や長官に就任する前、植民地統治に関係する公的統治機関に所属 していた こ
とを指す。なおここでは、植民地統治経験を現地 ・内地(拓 殖局や拓務省経験など)の い






































明石元二郎 韓国(駐 箚軍参謀長、憲 兵隊長、憲兵司令 官、統 監府警務総長)
大 正7.6.6一 大 正8.10.26 明 治41.12一 大 正1.12
内田嘉吉 台湾総督府民政長官
大 正12.9.6一 大 正13.9.1 明 治43.8一 大 正4.10
川村竹治 台湾総督府内務局長
昭 和3.6.15一 昭 和4.7.30 明 治42.10一 明 治43.8
拓殖局長官
大 正10.5一 大 正11.5
石塚英蔵 台湾総督府参事官 ・参事官長
昭 和4.7.30一 昭 和6.1.16 明 治31.3一 明 治38.8
関東州民政署民政長官 ・関東都督府民政長官
明 治38.5一 明 治40.4
朝鮮(統 監府参与官ほか農商工部長官など)
明 治40.9一 大 正5.10
太田政弘 関東庁長官
昭 和6.1.16一 昭 和7.3.2 昭和4.8一 昭和6.!
中川健蔵 拓殖局書記官




総務長 官名 ・任期 前任植民地機関
曽根静夫 拓殖務省
明 治30.7.20一 明 治31.3.2 明 治29.4.7
祝 辰巳 台湾総督府(民 政局事務官～殖産局長)
明 治39.11.13一 明 治41.5.22 明治29.4一 明治39.4
大島久満次 台湾総督府(民 政局参事官～総務局長)
明 治41.5.30一 明 治43.7.22 明治29.4一 明治41.5
内田嘉吉 拓殖局部長
明 治43.8.22一 明 治4.10.20 明 治43.4.1
賀来佐賀太郎 台湾総督府専売局長
大 正10.7.11一 大 正13.9.!9 大 正3.6.10一 大 正10.10.8
河原田稼吉 内務大臣官房台湾課樺太課及地方局
昭 和3.6.26一 昭 和4.8.3 明 治42.8
人見次郎 統監府(特 許局、農商工部事務)
昭 和4.8.3一 昭 和6.1.17 明 治41.8.18一
朝鮮総督府(書 記官、商工局商工課長、殖産局商工課長、農商 工部
農務課長、事 務官、鉄道局長 など)
明 治43.10.1一 大 正.5.!7
木下 信 台湾総督府(内 務 局長、文教局長事務取扱、交通局総長)
昭 和6.4.15一 昭 和7.1.13 大 正13.10.2-S2.4.13
森岡二郎 朝鮮総督府警務局長



























官の うち総督府での在勤経験者 と、内務省事務次官の出世を比較 し、同一機関内のノウハ
ウがどの程度重視されているのかを把握 してみる。一般的に、本省内を上昇 して行 くこと
が官僚の出世 と捉えられるならぽ、植民地機関への赴任は出世 コースからの逸脱を意味す
るだろ う。実際、表H-1、 表II-2の 表で明らかなように、総務長官クラスといえども、植
民地経験は出世 の手段としてはあま り役立っていないことが分かる。総務長官全17名 の
うち、大臣・総督になったものはわずかに5名 である。 これに対し、表皿 一1、表皿 一2を見
6岡 本 真希子 「政党政 治期 にお ける文官総 督制一立 憲政 治 と植民地統 治の相克一 」『日本植民地研
究』10号(日 本植民地研究会、1998)。






























*表5点 とも経歴 については、秦郁彦編 『日本官僚制事典』(東 大 出版会2001)、 同編 『日本近現代
人物履歴事典』(東 大出版会2002)、 何鳳嬌r日 治時期台湾高等官履歴(一)』(国 史館2004)参
照。
*全 時期 とは、初代総督 の樺山資紀 の赴任(明 治28年5月10日)以 降、1945年8,月15日 敗戦 まで
の時期を指す。台湾総督府の人事 と比較 するた め、初代 次官の芳 川彰正(明 治19年 任官)か ら松 岡
康毅(明 治27年 任官、同29年 異 動)ま での計5名 は除外 してい る。全時期 に次官 ・総務長官 に就
任 し、戦 後に大臣 とな った ものも大 臣 ・総督経験者 に含 む。
*内 務 次官は、内務総 務長官 の名称 の時期 を含む。総務長官 は、民政局長 ・民政長官 の名称 の時期 を
含む。
*表Vに つ いては、朝 鮮では総督が全 て武官 であった ので、「大 臣経験者」 と表記 した。朝鮮総督 は全
ての時期 において武 官が占めた ので、政務総監後 の総督 につ いては表 を作成 していない。
ると、内務次官は格段に大臣 ・総督経験者になっていることが分かる。内務次官の実に2
人に1人 は大臣 ・総督を経験している。これに対し、台湾総督府総務長官は3人 に1人 な
れるかどうかである。同一機関内で、頂点に上ったものに至っては、台湾は総督経験者が
1人 のみであり、次官の内務大臣経験者は12名 である。母数が3倍 であることを考慮して
も、総務長官 と内務次官の出世には顕著な差がある。
文官総督時期のみで比較しても(表H-1と 表皿一1)、総務長官は8人 中3名 に対して内
務次官は17名 中名10名 と段違いである。参考までに朝鮮総督府政務総監(副 統監)の 大










経験者で台湾総督 となったのは、全時期17人 中、内田嘉吉ただ一人であった。 これに対
して、内務次官が内務大臣になったのは、全時期で51人 中12人 、文官時期では17人 中
3人 、武官時期で34人 中9人 であった。つまり、内務次官は4人 に1人 程度が内務大臣に
なったのである。
以上から、台湾総督府では、まるでガラスの天井のように上層と下層が分かれていたこ
とが分かる。表1-2と 表H-2か ら見る限 り、台湾総督府在勤者が総務長官になったのは17





ような仕組は整備されていなかった とい うことは指摘 してもよいだろ う。
ただし、表1-1、 表1-2で 見たように、植民地経歴自体は赴任 に際 して重要 な要素で
あった と思われる。表から分かるように、他植民地機関での経歴 と内地での政治力学が組
み合わさ り、台湾総督府高官の異動は決まったと言 うことが出来るだろう。

















局長であった例がある。 これらの総督の特徴 としては、高級文官にふさわ しく、学術書や
統治意見書などを出版 しているとい う点が挙げられ る。石塚は帝大卒業後に法制局へ務め
ていた頃、東京専門学校の講師をしていた。その時の講義記録をr英 国憲法』(東 京専門
学校、出版年不明)と して出版 している。内田嘉吉は、r海 商法』(中央大学、1875)、r商
法海商』(和佛法律学校、1903)と い う二つの講述書 とr国 民海外発展策』(拓殖新報社、
1914)、 さらに植民地に関す る翻訳書 としてA・R・ ワレースのr南 洋』(南洋協会、1931)
とr馬 来諸島』(南 洋協会、1942)が ある。川村竹治は、総督を辞 した後に台湾統治意見





自身の判断で人見を選んだ とい う事情があった11。石塚 も人見 も、帝大法科卒である点で
は同じだが、 ともに内務省出身ではない。人見は農商務省出身で、のちに統監府時代から
長 く朝鮮で勤務 し、朝鮮総督府商工局商工課長や農商工部農務課長を務め、明治43年 から
大正8年 までは東洋拓殖株式会社理事を務めていた。朝鮮時代の多 くは石塚の滞在時期 と
も重なっている。人見は朝鮮にいる問、欧米だけでなく、満州を含む中国にも度々出張し
てお り、 この経験も植民地行政にとって有益だった と思われる12。
人見を伴って台湾に再び臨んだ石塚は、人一倍の意気込みであった。石塚は台湾赴任後、
ある書物13の題字を乞われ、「倣古稽今」とい う言葉を贈った。傍らには自らの号である斗








塚英蔵氏関係書類には、「石塚英蔵履歴覚」とい う名 の史料がある。この内容と 『台湾統治
と其功労者』の経歴紹介文の異同は、一人称の 「予ハ」が三人称の 「氏ハ」に換えられて
いる程度である。同書の中でも、石塚に関す るある新聞記事を、秘書の山本が持参 したと
10橋 本 白水r台 湾統 治 と其 の 功 労者 』(南 国 出版 協 会 、1930)p.185。
11同 上 書p.185。
12何 鳳嬌 編 『日治 時;期台 湾 高 等 官履 歴(一)』(国 史館 、2004)p.402、 橋 本 前 掲 書p.184参 照 。








口内閣に対 して好意的であった。それは、従来の台湾統治に不満であった ことの裏返 しで








気遣 っている。それは一面では戦略であった とも言えるだろ うが、妥協点を見いだすこと
が出来 るとい う期待を読み取 ることも可能だろう。この時点では、石塚新総督への期待感
が背景にあったため、総督府への批判は自制されていたのでは無かろうか。r台 湾民報』
の昭和4年9.目15日 の記事には、「石塚総督が…r内 地人』r本 島人』 と差別して呼ぶの
は甚だ面白 くないと云ふ一言に付て、一般に頗る好い感じを与へているようである」 と紹
介 し、実質的な差別撤廃 こそ必要であると付言して批判しつつも、一定の評価を与えてい








郡警分離問題と台湾人有識者 との接近 とい う二点に注 目したい。
14同 上 書p.249。
15「 内閣更迭 と総 督 内地延長 の悲哀」 『台湾民報』昭和4年7 ,月7日 。
16例 え ば、 「社説 民衆 党的建 議 島民正 当的要求」『台湾民報』 昭和4年7 ,月21日 では、 台湾の
社会 意識が向上 している ことを指摘 し、 台湾政治 に変革 の時期が必要であ ると訴えてい る。
17「 内閣更迭 と総 督」 『台湾民報 』昭和4年7月7日 。
18「 台湾 民衆党 が石塚 総督に建 議(一)内 容は 自治問題始め十一項 目の広汎 に亙 る」 『台湾民報』 昭
和4年9月22日 号、「台湾 民衆党が石塚総 督 に建議(三)」10 ,月6日 号、「台湾 民衆党 が石塚総督
に建 議(四)」 昭和4年10A13日 。
















の如 く曾て政治の恵沢に浴 した ること尠 く、諸事放縦、官衙の干渉を極力避けんとす
るの因習俗を為 した る処にありて、而 も多年匪徒及陋劣なる官憲の禍害を蒙 りたる被
治者に対 しては、極力民衆の幸福増進を企図す ると共に他方に強大なる権力を持 し、
之を導 くに時に絶大なる威力の背景を籍 らざるべからざりしことは、施政上亦已むを
得ざることに属 し、後世当時の一般状勢を知 らざる者濫に批議するを許さ ゴる点なり
とす23。
郡警一体の状態を、石塚は時代にそ ぐわないものとして改革 しようとしたが、結局成 し









20助 長行政の内訳は多様であ るが、r石塚英蔵関係文書』 の 「郡警分離 参考諸表」には、昭和三年
度巡査助長事務援助 時間の表が収め られてい る。そ の中か ら事務 内容の一部を引用 した。
21『 台湾総督府警察沿革誌』1巻(台 湾総:督府警務局、1933)。
22同 上(台 湾総督府警 務局、1933)pp.685-686。
23同 上pp.686-687。
24同 上p.697。
















事務援助は23万6,475時 間になり、巡査一 日の勤務時間を8時 間と仮定した時には、約百
人の巡査を提供するのに均 しい と算定 している27。この負担 も警察官でなけれぽできない
業務であればまだしも、ほとんどは普通の役人が出来る仕事であ り、「慣行的、便宜的」に
警官が利用されていると指摘する28。
・其 ノ大 部 分 ハ 固 有 機 関 二依 リ施 行 シ得 ル モ ノ ト断言 ス ル ヲ得 ヘ ク別 表 各 州 援 助 状 況
ハ 如 実 二之 ヲ示 セ リ… 現 在 警 察 機 関 ヲ利 用 シ ッ ・ア ル ハ其 ノ介 在 ヲ絶 対 必 要 トス ル ニ
ア ラ ス シ テ慣 行 的 、便 宜 的 二 出 ス ル モ ノ多 キ イ ヲ知 ル ニ足 ラ ン …
第三点 目については、「市街庄事務二対シ保正否警察 ノ威力 ヲ背景 トシテ事ヲ理セムトス

















後者は台湾人の 「民情悪化」 とい う総督府への反感を挙げている。後者の目次を見ても、







一.分 離ノ・事務処理 ヲ適正ナラシメ官紀振粛 ヲ期スルコトヲ得…八
二 分離ハ警察官ノ紀律 ヲ厳正ナラシメ官紀振粛 ヲ期スルコトヲ得…一一




2.一 般的民衆 ヲシテ誤解セシムルコトニ依 リテ自治的訓練 ヲ阻害ス…二三30
本文を見ると、まず第一に 「郡警分離ハ警察権確立 ノ為緊要ナ リ」から始ま り、「助長行
政実施ノ為、現在ノ如ク其ノ背後二依然 トシテ警察権ノ威力アルヲ必要 トシ、之二顧 リテ






いて批判 している。 しかし、妨害が悪いから分離すべきとい う前者に対 し、後者は異なる
理由を挙げて説明している。それは 「第三 行政組織 ノ系統ヲ匡シ事務処理ノ敏活 ヲ期 シ
能率増ス」で述べ られている。そこでは、「郡守ノ併有スル警察機関ヲ分離シ、以テ行政事
務ノ体系 ヲ匡シ掌理機関 ヲ区別セハ、郡守ハ専念産業、土木、教育、地方 自治体ノ指導監
督其 ノ他 ノ助長行政事務二精進スルコトヲ得ベク32」と述べられている。分離によって警








・郡 守 ノー・階 級 ヲ省 クハ
、 之 実 二事 務 処 理 ノ敏 活 ヲ期 シ得 ル所 以 ノ モ ノ ニ シ テ、 警 察
事 務 ハ勿 論 、 助 長 事 務 二於 テ モ 自 ラ専 門的 二其 事 務 ヲ処 理 シ得 ヘ ク、 之 ニ ヨ リ其 ノ全
能 力 ヲ発 揮 ス ル機 会 二富 ミ、 判 断 ハ 鵠 正 トナ リ、 事 務 ハ 簡 捷 セ ラ レ、 秘 密 ハ 厳 守 セ ラ
レ、 適 材 常 二適 所 二活 動 ス ル コ トヲ得 テ、 官 庁 ノ能 率 ハ 愈 々増 進 ス ル コ ト ・ナ ル ヘ
シ33…
郡警分離のメリットとして、郡役所 も警察も専門性が増し、様々な能力が向上すること





・・新旧有識階級(清 朝時代の郷紳層、日本時代以後の高学歴者一補)ハ 挙 ッテ官途二
就 クコトヲ熱望セルモ官吏二採用サル ・者今尚少数ナル為此等 ノ雄飛ハ抑制セラレ此
ノ憤懣ハ結局ハ思想悪化 シ…統治二障害ヲ来 シ民福 ヲ毀損スルニ至ルノ虞ア リ之等有
識者 ヲ郡守二採用スルコトハ実二島民 ノ意向二適スル所ニシテ其ノ登龍ノ途 ヲ開クニ
於テハ大二民心 ヲ緩和 シー視同仁ノ聖 旨ヲ掩 フテ批難 ノ如キ蓋シ免 レ得ル所ナ リ34
「石塚郡警分離文書」は、自治運動が盛 んな時代背景も影響 して、台湾人に自治権を拡大
させる方法を検討 している。郡警分離 よりも先に台湾人が郡守 となると、台湾人民族運動






















力者を繋ぎ、産業活性に役立たせ ようとす るものであった。 したがって、一部の利権家に
資するものであ り、「利権紹介機関38」であるとい う批判 も受けていた。 しかし、台湾人を
積極的に統治策に取 り込み、台湾統治の改善 と台湾の産業化推進を両立させ ようと意図し
たものであることは疑いない。 したがって、石塚にとってみれば統治改革 と直結す る郡警
分離問題は重要な課題であった。
昭和5年 の4月 頃までに作成されたと思われる文章の中で、台湾総督府の主務省である
松田源治拓務大臣は 「本意見書ハ全 ク非公式ノモノ」 と断った上で、「唯郡警分離問題二関
シ御参考迄二差上申候間、篤 ト其是非御研究相成度候」 と、郡警分離に関する意見を石塚
へ送 った39。松田は、「郡警分離 ヲ行ハ ・、郡守ノ事務ノ範囲著シク縮小セラレ、従テ郡ノ
廃合 ヲ相当多数断行」せざるを得ないと述べて、郡守の権限縮小に繋がる郡警分離は、石
塚の考えているような郡守の専門性向上や産業振興をもた らさず、単に郡の統廃合を招 く




石塚総督はこれに対 して反論の意見を送 り、「台湾地方行政 ノ実情ヨ リ観テ、郡警分離
ハ必要」であることを訴えた40。石塚総督の考えによれば、「寧 ロ之 レ(助 長行政一補)ア
36評 議会の説明については、黄昭堂 『台湾総督府』(鴻 儒 堂出版社、2003)p.136参 照。 評議会に関
す る先行研究 としては、劉 夏如 「植民地 の法制化 過程 と台湾総督府評議 会(1896-1921)」 『東 ア
ジア近代史』創刊号(東 ア ジア近代史学会、1998)が ある。
37井 出季和太 『台湾治績志』(台 湾 日々新報 社、1937)p.815。
38「 台湾産 業調査 会 利権紹介機 関のみ」 『台湾新 民報 』昭和5年8月2日 。
39「 郡警 分離 二関スル件」『石塚英蔵 関係文 書』。 この資料の作成 日は不明。ただ し、 『石塚 英蔵 関係
文書』に収め られ た郡 警分 離問題 に関す る内地 との電報記録 では、 昭和5年4月12日 が:最初 の
ものである。 この電報 は、人見長官へ の返 信 として石塚 総督が送 った ものであ る。文面 には、「貴
電郡警 分離 ノ件 ハ(一)右 ノ予算 ヲ今年 ノ通常 議会 二提出スル コ ト」 とあ り、郡警分離予算 が浜
口内閣の了解 を得 た ことを指 している と思われ る。 従 って、石塚総 督が松 田拓相 を説得 している
文章 は、4月 の電報作 成前 に作成 された もの と思われ る。




ルガ為二其ノ(台 湾自治の一補)健 全ナル発達ヲ阻害」 していると、郡警未分離を批判す









離文書」を要約 したものと言って良い内容 となっている。石塚総督は郡警分離を行 うのは
今を措いて他にないと述べ、分離に必要な措置 として、 まず施設分離の予算を要求した。
郡警 ヲ現在ノ侭 トシ、地方制度 ヲ改正 シ、自治制度ノ拡充 ヲ適当 トスルノ意見アル
モ、威力アル警察 ヲ背景 トスル郡守ノ下二於テ自治ノ拡充ハ矛盾ナ リ。少 クトモ自治
ノ促進ノ前提 トシテ、先ッ郡警分離 ヲ必要 トス。
予算二於テハ現在郡役所ノ多クハ庁舎狭隘ヲ感シ、之 レカ改増築 ヲ要スルモノ頗ル




















昭和5年6,月30日 の日記には、石塚総督 との会談で、r台 湾民報』の日刊化 と自治問題
について話しあったことが記されている。 日刊化について、石塚総督は警務局長 と協議 し













命 されたため、林は総督の面子を考慮して一旦受 けた上で辞退 している。昭和5年11月
10日 の日記には、石塚総督は林献堂の辞職記事を公表させないように、各新聞社に手を回
した ことが記されている。『台湾民報』でも、辞職の記事は墨塗 り処分 となったことが、民
報社社員の林呈禄の知らせから分かった。その後で、石塚からは辞職翻意を願 う電報が来




総:督は 「不得已(や むをえず)」辞職願を受け取 った と、同年11月30日 の日記には記 さ
れている。
石塚総督が林献堂を執拗に説得 したのには、総督府と台湾人の仲介を期待 した ことが考
えられる。その他、松田拓相が心配 したような郡警分離の失敗が起 こらないよう、林が統
治改善の軟着陸に協力す ることを期待 したのではなかろ うか。林献堂は帝国議会への台湾
議会設置誓願運動では、15回 の誓願のうち12回 は筆頭誓願人になっていた43よ うに、台
湾人運動家のとりまとめ役であった。台湾人の自治権を拡大 させるためには、行き過 ぎた
42『 灌 園先 生 日記 』(台 湾 中央 研 究 院 、2000-2006)。










切ノ新規事項 ヲ認メザル上既定ノ経費 ヲモ大削除ノ場合 自発的二右予算 ヲ撤回スルコト慧
明ナル措置 ト考ヘラルル約 とあった。来るべき予算施行に合わせて、総督府内では 「警
務、内務両局 トモ夫 々下準備 ヲ整」えていた所であり、「今又之ガ撤回ヲ要求セラル、誠
二適従スル所 ヲ知ラズ」 と憤った45。この時点は、すでに霧社事件の後であり、総督に対
する批判は強かっただろうが、総督府側は拓務省に対 して 「誠二今回ノ霧社事件二鑑 ミル
モ、動スレバ圧力行政二陥ル虞アル制度 ヲ改メ行 クコトハ民心ノ推移二察シ、一層必要ナ
ルヲ感ズ、予算通過方是非御配慮 ヲ得タシ46」と反論 し、霧社事件後だからこそ郡警分離
は早急に解決 しなくてはならないと論 じた。 しかし、松田拓相からは其の他の予算につい
ても撤回しているものもあり、致し方ないと前置きした上で 「撤回ノ方針ニテ部内ノ意見
御取纏メラレタク。尚本議会霧社事件ノ責任二関シ相当論議セラルルコト信ゼラルルニ付
キ、議論アル問題即チ郡警分離ノ如キハ寧 ロ之 ヲ撤回スルコト賢明ナル措置 ト思フ47」と
い う厳 しい意見が届けられた。なお、石塚英蔵関係文書に収められた電報はここで終わっ
ている。翌昭和6年 早 々に石塚は辞任 し、郡警分離問題 も頓挫 してしまった。








たのならば、 これほどまでに両者の意見が食い違 うことは無かったのではないだろ うか。
背景には、台湾に対する認識の相違があった。そして、相違を生み出す根本的な問題 とし
ては、植民地の専門家である植民地官僚 の育成が制度化されていなかったことも無縁では
44「 昭 和5年11月10日 、 発信人:松 田拓務 大臣、宛名:総 督」、前掲 「郡警 分離 二関ス ル件」『石
塚英蔵 関係 文書』。
45「 昭 和5年11月12日 、発信人:人 見長官、 宛名:小 村次官」、 同上。
46同 上 。
47「 昭 和5年11,月14日 、発信人:松 田拓務大 臣、 宛名:総 督」、 同上。
































もあった。 しかし、台湾統治改革を進めるには、内地 との関係が鍵 とな り、それが石塚の
運命を決めてしまった。植民地の専門官僚であったからこそ、石塚は官僚制の中では孤立
し、政治力を弱めてしまったのである。
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石塚英蔵の台湾経験
要 旨
本報告は文官総督時;期(1911-1936)の 台湾統治を対象 として、植民地高級官僚の植民
地統治の特徴を分析している。特に、石塚英蔵総督を とりあげ、彼が台湾において特微:あ
る植民地統治を 目指したことを指摘した。
石塚総督の過去の植民地経験が統治策に反映していることを検証するために、郡警分離
問題を取 り上げた。石塚総督は台湾人の自治能力促進の方途を模索 し、彼らの'協力を求めな
がら、ひいては両者の協力を産業開発へも繋げようとした。郡守の持つ警察指揮権を分離
するとい うことは、警察と郡守の業務を単に分割するにとどまらない意味を持っていた。
分離に より、台湾人と総督府との関係は改善され、それが台湾人の自治や産業発展を促進
する可能性を秘めていた。
しか し、実際には石塚の改革は挫折した。その要因を植民地官僚の特徴と結びつけなが
ら整理すると二点にまとめられる。日本の植民地官僚の特徴として、第一に植民地官僚を
制度的に育成できず、また支援して くれるような内地の機関を持たなかったとい うことが
ある。 ここから、植民地官僚の政治的な脆弱性を見いだすことができる。また、第二に台
湾人の政治的発言力を集約する制度を持てなかったことである。台湾の民意を総督府へ届
ける制度があれば、総督が台湾人の意見に同調するとい う形を取 りながら、内地の抵抗を
押しのけることは可能だっただろ う。しかし、台湾内の意思統一の機関として期待 した評
議会は機能せず、石塚総督は孤立し、内地に対する政治力を弱めてしまったのである。
本稿の考察からは、制度的にも政治力的にも、そして現地社会からの支援 とい う点から
も植民地官僚は不安定な立場に置かれていた と言い得るだろ う。
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